
介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以
上
の
人

が
納
め
る
保
険
料
と
、
国
・
県
・
町
の
負

担
金
で
ま
か
な
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
う

ち
、
65
歳
以
上
の
人
の
介
護
保
険
料
は
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
費
用
な
ど
か
ら

算
出
さ
れ
る
基
準
額
を
基
に
、
皆
さ
ま
の

所
得
に
応
じ
て
段
階
的
に
設
定
さ
れ
て
い

ま
す
。

介
護
保
険
料
は
、
原
則
と
し
て
特
別

徴
収
（
年
金
か
ら
天
引
き
）
さ
れ
て
い
ま

す
。
特
別
徴
収
以
外
の
人
（
普
通
徴
収
の

人
）
は
、
町
か
ら
送
付
す
る
納
付
書
や
口

座
振
替
に
よ
り
、
納
期
限
ま
で
に
納
付
し

て
く
だ
さ
い
。

特
別
徴
収
の
皆
さ
ま
へ

平
成
30
年
度
の
介
護
保
険
料
は
３
年

に
１
度
の
見
直
し
に
よ
り
、
基
準
額
が
月

額
６
，２
０
０
円
に
変
更
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
平
成
30
年
度
４
月
期
・
６
月
期
の
介

護
保
険
料
は
、
前
年
度
の
２
月
期
と
同
じ

金
額
（
基
準
額
５
，
７
０
０
円
で
計
算
さ

れ
た
額
）
で
徴
収
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い

ま
す
。

町
民
税
の
課
税
状
況
が
６
月
中
に
確

定
す
る
た
め
、
そ
れ
以
降
に
平
成
30
年
度

の
介
護
保
険
料
の
本
算
定
を
行
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

４
月
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
、
保
険
料
の

基
準
額
を
月
額
６
，２
０
０
円
で
再
計
算

す
る
た
め
、
４
月
期
・
６
月
期
の
差
額
分

が
８
月
期
の
介
護
保
険
料
に
上
乗
せ
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
８
月
期
の
介
護
保

険
料
が
大
幅
に
上
昇
す
る
場
合
が
あ
り
ま

す
が
、
あ
し
か
ら
ず
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

広報ありだがわ　2018.79 広報ありだがわ　2018.7

介
護
保
険
料
が

変
わ
り
ま
し
た

段　階 計算基礎 対　象　者
介護保険料

月　額 年　額

第 1 段階 基準額× 0.45

・生活保護を受けている人 
・老齢福祉年金受給者で住民税非課税世帯の人 
・住民税非課税世帯で 
　前年の合計所得金額＋課税年金収入額が 80 万円以下の人

2,790 円 3 万 3,480 円

第 2 段階 基準額× 0.75
住民税非課税世帯で 
前年の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 
80 万円を超えて 120 万円以下の人

4,650 円 5 万 5,800 円

第 3 段階 基準額× 0.75
住民税非課税世帯で 
前年の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 120 万円を超える人

4,650 円 5 万 5,800 円

第 4 段階 基準額× 0.90
本人が住民税非課税者で、世帯の誰かに住民税課税者が居る場合、 
前年の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 80 万円以下の人

5,580 円 6 万 6,960 円

第 5 段階 基準額
本人が住民税非課税者で、世帯の誰かに住民税課税者が居る場合、 
前年の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 80 万円を超える人

6,200 円 7 万 4,400 円

第 6 段階 基準額× 1.20
本人が住民税課税者で、 
前年の合計所得金額が 120 万円未満の人

7,440 円 8 万 9,280 円

第 7 段階 基準額× 1.30
本人が住民税課税者で、 
前年の合計所得金額が 120 万円以上 200 万円未満の人

8,060 円 9 万 6,720 円

第 8 段階 基準額× 1.50
本人が住民税課税者で、 
前年の合計所得金額が 200 万円以上 300 万円未満の人

9,300 円 11 万 1,600 円

第 9 段階 基準額× 1.70
本人が住民税課税者で、 
前年の合計所得金額が 300 万円以上の人

1 万 540 円 12 万 6,480 円

介護保険料は３年に１度見直しが行われます

平成 27 ～ 29 年度の介護保険料の基準額
5,700 円（月額）

平成 30 ～ 32 年度の介護保険料の基準額
6,200 円（月額）


